Ⅰ、国の防災基本計画の見直しの動きと我がまちの防災対策について
　東日本大震災を受け、中央防災会議の専門調査会は９月２８日、最終報告をまとめました。
　今後の津波対策では①甚大な被害をもたらす最大級のもの②津波高は低いものの大きな被害をもたらすものの二つのレベルを想定し、あらゆる可能性を考慮して対策の対象とするよう訴えている。
　また、報告書は津波対策について「地震から５分を目安に、原則として徒歩で避難できる街づくり」を求めています。また、大津波に襲われても社会・行政機能が失われないよう、病院や役所を浸水の危険の少ない場所に作るよう提案しています。
　国の防災基本計画の変更は、そのまま私達、自治体の防災基本計画の見直しにつながります。大震災から８か月を経過し、我がまちでも行政の総合力で「災害に強いまちづくり」が進められていますが、以下伺います。
（1）最終報告をまとめた河田座長は「地震や津波には歴史性、地域性があるので各自治体が地域性に応じた対策を」求めているが、我が地域の歴史性、地域性をどのように認識し、我が地域の防災計画に反映していくのか伺う。
（2）津波被害の軽減へ「５分で避難できるまちづくり」が提起されているが、津波避難ビルも少ない現状の中で、どのような対策を考えておられるか、またそのためには財政負担のあり方も問われます。考え方を伺いたい。
（3）.震災時の情報伝達については防災行政無線、瞬時警報システム、テレビ、ラジオ、携帯電話、ワンセグなどのあらゆる手段を活用する体制の整備が求められています。さらには広域停電などを想定した対応も必要です。考え方を伺いたい。
（4）東日本大震災が発生した３月１１日、そして大型の台風１５号が関東地方を直撃した９月２１日。首都圏では、ほとんどの交通機関がストップしたため、多くの帰宅困難者が生じた。我がまちの大規模災害発生時の帰宅困難者対策について伺う。
（5）東北の大震災では災害拠点病院の94％がもの病院が損傷した事実があります。「自然災害の犠牲者ゼロを目指すための総合プラン」（08/4　中央防災会議）のためにも我がまちの病院の耐震対策について
（6）特に、夜間に震災が発生した場合の避難方法の検討や要援護者を安全に避難させる手段の確保についてもルールを確立する必要があります。対策を伺う。
（7）避難所では赤ちゃん用救援物資や、女性用化粧品、間仕切りや着替えスペースなど「女性の視点」が不可欠です。どのように具体化する考えか伺います。
（8）災害弱者を守るのも「政治の責務」です。安否確認体制の整備や支援体制の強化など障がい者の側に立った具体策について伺う
（8）文科省は来年度予算の概算要求で学校の避難所機能の強化や防災教育の充実など防災強化事業を多く盛り込んでいます。対応を伺いたい。
【考えられる展開】
（4）徒歩での帰宅者にトイレ、水道、情報提供などの支援ステーションの設置。企業に食料・水の備蓄を提案
（7）国の中央防災会議（26人）の女性委員は２人、都道府県防災会議の女性比率が4.1％という厳しい現実がある。我がまちの防災会議の構成はどうなのか。
　また、女性局の防災行政総点検の結果を具体的な数字と項目で問題提起していきたい。
（8）避難してくるお年寄りや障害者に配慮し、出入り口にスロープを設けるなどのバリアフリー化。和式中心のトイレを洋式の節水型トイレに切り替える事業、水や食料などを蓄える倉庫や、自家発電機の設置、高台への避難路の整備、暑さ寒さを和らげるための高断熱化（たとえば窓ガラス用多機能フィルム）などの提案
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